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□
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雰誓努坐義者(暑号を合暑畳漏畳暑安岳貰岩層注舌畳
計 画 期 間 平成  18 年 4 月   ～    平 成 20 年 3 月
基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善、廃案物排中量の削減、全部署での環境マネージメン トシステムの導入によ

り、4%程 度のC02排 出量削減を目指す。

推 進 体 帝」 総務部長を長とする、地球温暖化対策本部の設置と実施計画の策定、例月の進捗管理システムを構築する。

体的な取組及
び措置

記

18～ 空調設備 鰍 査本を更新し、い硬房けの然交換の改善、定動機の高効キィヒでエネルギー岐n上 を2%常 Ⅲ渡する。

冷熱源設備 ErF夕~ポ 布賛観400uSRIを スタ″ューチラーJtttX新 し 41rtFt忘 した巡転H4」Pの央監や、こ%の tX使 加点を刊破する.

1 8 1 9 照明訓 柄 白みtrを t球坦士光llへ 蛍 た灯控典を高劾草挫泉〈安定絆)でこ粗決I新 し掛厨妨R,中に3%の it力倣加Rを制瞬する。

18～ 第 2タ ワーホテル 町ヨF波導入 した、ノスヨージェネシステムの本を的迎加で、エネルギー仰 コ■を9%HJ減 する。

18～ 物販 ・飲食部門 口別エアコンI新 加や、省エネ社確の高い枝証の導入を辿め 価 力tt河工の 1%減 を目棟にする。

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績)
(17)年 度

(二骸化炭奈換排 (t))

日僚年度 (計画)

(19)年 度
てこ閉ヒ炭素換算 〈t))

削滅 率

(計画)
(e/3)

A事 業所等排出区分 5,824           t 5,579         t -4 2 C/e

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t
C/n

排出合計 1         5,824         t Ⅲ2        5,579        t ‐4 2 3/6
その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減豊
等

対策等の区分
目標年度 (計画

く二ゆ化炭来換算 〈t

森林の保全及び整備 (髪姉 rnal) 〈吸収8) t

府内産の木材の利用 仰〕舟的 m' (41波■) t

自然エネル ギーを利用 した電
力又は熱の供給

(完忙■) k Fl lll減■) t

密Wt給 よ) CJ (削減逮) t

グリーン電力の購入 (Iは入よ) kwh (削波公) t

削減量等合計 t

差 引排 出量

て排出合iトー百J滅寄合予め

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
Ⅲ1        5,842          t (●a‐1431            5,579  t 4ヽ 2 %

特 記 事 項 1 当 社では、平成16年度にターボ冷凍機 1台 (フウ R ll)を、冷温水発生器(ガス焚)2台 に更新 した。

2 計 画期間中において、実施予定の前述以外の主な地球温暖化措置

(1)グ リーン購入法対象商品の購入  (2)従 業員環境教育の実施  (3)地 域美化活動への参加
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